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（平成 29 年 01 月 10 日作成） 



離婚協議書 
 

 

 夫 久保田誠（以下甲という）と妻 久保田花子（以下乙という）は、離婚することに

合意し協議離婚の届出をなすに際して、下記条項のとおり契約を締結した。 

 

（離婚の届出） 

第 1 条 離婚の届出は、本協議書作成後、乙においてこれを行う。 

（親権者及び監護権者） 

第 2 条 甲乙間の未成年の子、久保田太郎（平成 11 年 05 月 11 日生・以下丙という）の

親権者を母である乙と定め、今後同人において監護養育する。 

（養育費） 

第 3 条 甲は乙に対し、丙の養育費として、離婚成立日の属する月から丙が満 20 歳に達

する日の属する月までの期間、毎月金 3 万円を毎月末日限り、乙の指定する下記口

座に振込むものとする。但し、当該金融機関が休日の場合は翌営業日とし、振込手

数料は甲が負担する。 

 2  甲は、丙の進学・事故・傷病等、特段の事由により発生する費用が過大になり、通

常の養育費の額を大幅に上回る場合、乙の申し出により甲乙協議の上、別途その必要

な費用の全部又は一部を負担する。なお、乙は甲に対して請求にかかる費用の請求書

等の写しを提示しなければならない。 

 

記 

   振込み口座 ○○銀行○○支店 

   口 座 番 号 普通預金 ＊＊＊＊＊＊＊ 

   口座名義人 クボタハナコ 

 

（慰謝料） 

第 4 条 甲は乙に対し、本件離婚に伴う慰謝料として金 100 万円を支払う義務がある

ことを認め、離婚成立後 1 週間以内に乙が指定する前条の口座に振込むものと

する。なお、振込手数料は甲が負担する。 

（財産分与） 

第 5 条 財産分与は、すべて次のとおり合意した。 

（1）現金 

    甲は乙に対し、本件離婚に伴う財産分与として金 500 万円を離婚成立後 1 週



間以内に乙が指定する第 3 条の口座に振込むものとする。なお、振込手数料は

甲が負担する。 

（2）自動車 

    甲は乙に対し、本件離婚に伴う財産分与として下記の自動車を譲渡し、離婚

成立後 15 日以内に所有権移転登録手続をするものとする。但し、登録手続費

用は乙が負担する。 

 

記 

   登録番号 岩手 ＊＊＊ あ ＊＊＊＊ 

   種 別 普通 

   車 名 ○○ 

   型 式 AB-123456 

   車台番号 T90-1234 

 

（3）その他動産等 

    甲及び乙は、離婚成立当時、各自が所有する動産等を各々取得するものとする。

家財道具、その他日用品等は適宜その取得を協議する。 

（面会交流） 

第 6 条 乙は甲に対し、月に 2 回程度丙との面会交流を認める。甲は面会日時、場所及び

方法については面会交流の事前に乙と協議し、承諾を得るものとする。乙より承諾

を得た場合は、宿泊を伴う面会交流も認める。なお、面会交流の費用はすべて甲が

負担する。 

 2  面会交流に関しては、丙の意思を尊重し、かつその福祉に配慮して定めなければ

ならない。 

（年金分割） 

第 7 条 甲(第１号改定者)及び乙(第２号改定者)は厚生労働大臣に対し、離婚時年金分割の

対象期間に係る被保険者期間の標準報酬の改定又は決定の請求をすること及び請求

すべき按分割合を 0.5 とする旨合意し、甲及び乙は、離婚届提出後 1 箇月以内に厚

生労働大臣に対し、合意内容を記載した本協議書を提出して当該請求を行う。 

 

甲（第 1 号改定者） 昭和 55 年 07 月 14 日生 

       基礎年金番号 ****-****** 

 

乙（第 2 号改定者） 昭和 60 年 12 月 10 日生 

       基礎年金番号 ****-****** 



（離婚後の手続） 

第 8 条 甲及び乙は、離婚後に必要な手続につき協力を求められたときは、速やかに相手

方に協力するものとする。 

（通知） 

第 9 条 甲及び乙は、住所、居所、連絡先を変更したときは、遅滞なく書面により相手方

にこれを通知するものとする。 

（清算条項） 

第 10 条 甲及び乙は、本件離婚に伴う一切の権利、義務については、本協議書に定める

ところによりすべて解決し、他に何らの請求をしないことを確認する。また、甲及

び乙以外の者が本件契約事項について、一切干渉しないことを相互に確認した。 

（裁判管轄） 

第 11 条 甲及び乙は、本契約から発生する一切の紛争の第一審の管轄裁判所を、乙の住

所地を管轄する地方裁判所とすることに合意した。 

 

 上記のとおり協議が真正に成立したことを証するため、この協議書 2 通を作成して各自

署名押印し、各 1 通を所持するものとする。 

 

 

平成 29 年 01 月 10 日 

 

（甲） 

住所 岩手県紫波郡紫波町高水寺字中田〇番地○○ 

 

氏名 久保田 誠 

 

 

（乙） 

住所 岩手県紫波郡紫波町高水寺字中田〇番地○○ 

 

氏名 久保田 花子 

 

 

 

 

 

 



 


